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る 向がある。 件 が 1000件を えたのは 2008年であり、このあたりから本 的な特 出 活動

が始まったと見てよいであろう。中 出 特 の日 特 の 用 合は増大 向にあり、 の から

考えると、この 向は く続くものと れる。 

 他方、 出 特 の日中特 用 合は高い状 が続いている。特に、日本特 を 用している

出 特 は めて多い。 用 合の ークは 2010 年で 52.74%、 用件 では 2011 年の

6318 件が最も多くなっている。2008 年から 2011 年まで 用 合は 50%を 過しており、日本の に

大きく している様子が える。 スン 子、LG 子、現代自動 など の大手 業の多くが、

日本に研究 、R&D センターを していることも影響している可能性がある。中 特 の 用 合も

増 する 向が られ、 業による R&D活動の 的 大を す結果と えるだろう。 
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R&D  

 、 特 の分析を行うことによって、日中 カ の科学 業 の R&D活動に関

する結 つきの一 を明らかにした。だが、本 の は、 、 り き課題の 一 に過ぎな

い。 は、日中 カ の 特 動向に基づいて、R&D 活動 における結 つきの 観を行っ

た。 、 なる調査を行い、 のデータ・ ースに基づく分析を める 要性がある。 

 の動向調査からは、日中 の 的な が少なくとも過 年間に って、増大していること

が確認できた。また、日本の中 は低いものの、中 、特に の日本に対する

は めて高い、と える結果が得られた。 、 資源 給 としての を相 に高めるだけで

なく、 同 R&D活動などを通じて、 アジア 域発のイノ ー ン 出に結 く の構築に

向けた り が められる。 

 

 

安田 土(2006)『アジア域内 同研究 発プログラ の 』 一・ 川 「 アジア 同 を

計する」日本 評論社、61-70. 

安田 土(2007)『日本 業におけるアジア 域 R&Dネットワークとアジア 同 構 』研究 計画学

会 20 年 学 大会 要 集 II、1045-1048. 
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国の人 費  

国の「人 費の 」に いては。2012 年に入ってから 国政 は最 を平均 10 以

部では 20 以 も き るなど している。実際の人 費 いては くの 計があるが実 を表

現できるものは少なく 日本 との比較は 5 である1。しかし 日本 は 平 より人 費の

が 3分の 2 であり 国の人 費 10 以 部 20 以 が続くと 2020 年代には日

本 は 国と じか競争 のある 与となる。 れから 5年以 に 平 の 与に 国が

ことになる。 の り などがあるとより まることも考えられる。2020 年代の には日本 が

2020 年代の には 平 が 国の人 費と ことが できる。 

日本の 業 のう 体計 面 が 以 の 業 は である 。 平 は で

日本 は 分以 である（ ・ 端科学技術大学 大学 報告 年）。 
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平均分 は日本 平 （ ・ 端科学技術大学 大学 報

告 年）。 じ 算で日本 は 平 の 近い 用 を できる。日本 の 用

費が 平 の 3分の 1と考えると さらに日本 は 平 に比べてより く 国の に対し

て競争 を ことが考えられる。 平 の は日本 より 5年以 国に対して競争 を て

                                                  
1 国の人 費をけ すると言うか 行指 的な を っているのが の動向である。 における人 費の

に いては 年 月に で行われた 明会では 業の 料が月 以 （ ）

であった。これを日本の 月 と比較すると 年 月現在 から と考えられる。 
日本立 ンター『産業用 イド』 
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ないことも できる。 のように考えると日本 から 2020 年代に に からの

の が まり 5年 かけて 平 が移っていくという が 定でき れを

提とした インフラに関する政策立 の が 現在 される必要がある。 

 

３ 日本からの 展開 

な 日本は 1990 年代以降 したのか。 の と の原因が分 ・ 投資による インフ

ラの ストの さである。大 物流に応える大 大 業 大 産学 施 の 成

に したからである。日本政 は 49 の 方自 体の要 にこたえる で 1970 年代以降投資を り

し 必 的に分 投資になった。 国 国の大 投資に れを った。 会インフラ 成は

産 ・ 事政 国 が く 主国 は い。 
の結果 年で 産比 は 機 電気機 化学 である（ ）。

年代国 業は 移 していった。現在はもっと まっている。 

日本国
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国は が国 で 会資本の は めて い。 に新 が る に 国 に新 が

成しかねない。ロシアも である。 も改革開 になれば 会インフラの 成は い。 アジ

ア ベト ムなどは国 主 でインフラ が み マレーシア インド シア タイは置いていかれ

る。インド ムンバイなどがミ ンマーに置いていかれる。 

日本は 主国 の として 会資本の の 定が れる。この点に いては 政策の が

められる。 

 

平 会資本の日本 の移  

日本の平均造成 期は 日本 年 平 年である（ ・ 端科学技術大学

大学 報告 年）。日本 造成 「 年」は 平 「 年」より 年も く インフラ

も くなっている。 ンク ートの 年と考えると日本 業 は 新の要ありである。 
また 日本の 平 の ・ ・ ・ ・ ・ の は 1960 年代 70 年代を

心に られ 化・ 化が問題となっている。 日本大 が 2011 年 3 月 11 日に発 原子

も加わり の となった。 対策に 会資本の 置を考えるとき 世界的物流の

大動 となり ある日本 の 会資本の分 は を っている。 

日本が主 で最 部 を っている り 平 から しようが日本 から し

ようが大きな差は い。 が わびているからである。しかし 新 国の技術が向 し グロ

ーバル化が と うとばかりは言っておられない。流通の大動 の に 会資本 業 を 置
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けないと置いていかれる。 通りでは 事が ない。 うなっていない 業 は 。 

業 の は世界経済のサービス化 の対応 スマートシテ プロ スの分業 点と 大

きく変化し ある。また国 の ーダーレス化が は イドインジ パン化の 点

・サービスの 入 点としての も大きくなる。ますます ーアルが必要となる。 

平 の 業 は の 要性が に する。 業 の 置に いては３ の大きな

問題が存在する。 は日本 と 平 のバランス は と 通と産 学施 の 合

３ は の経済の発 と ーション物流である。 

日本 と 平 のバランスである。田 総 の 改造論以 の 1971 年「 業 域

業 入 」1972 年「 業 置 」などにより の 方分 80 年代テクノポ ス構 な

どでも インフラの くは結果的に 平 に った。さらに現在も 業 の造成をおこなっている

くが 平 である。日本にとって日本 は存在が い。日本の政策 題は「日本 の

会資本の移 」である。 

向け ンテ が日本 を経 する 合いが増え 日本 の国際 ンテ

量の平均 び は日本 国平均の を えたとの政 の認識は いくらいである（平成 20 年 7 月

定）3。 日本 の移 が の 日本大 を けて みなければならない。 

日本の と結 日本 の の 投資 の経済の発 として かびあがってくるのが

・ 域（ ・ ） （日本 心 置・関 部 ）

域（関 ・ ） である。 

は「 」 という世界 ランドに てうる 性を めている。 から までの

の 域で関 ・ 4 人という 国 みの を とする。 

日本 においては と は大 な 業 が いている。 と れに 田

を み合わ て 大 物流新 離トラックシ トル 大 業 大

学施 のクラスターが 日本大 の の 構 として計 されなければならない。 

さて 日本 は大 が い。日本 の大 部 通インフラ に いての降

の影響に いては 置などより ーラーパ ルに 機 を付加した 材の な 置施

が である（ 応 大学 4）。日本 において大 部 通インフラ

における降 の影響は 技術的には することが となる。 

 

日本 物新  

は と 通と産学 施 の連 である。日本 の 業 などを で結

として 既存および の新 を連結さ 日本 物新 の構 を り ることが 要

であると われる。これは の大 対策ともなり 平 と日本 を ぐ横 通 ット

ーク（日本 ・ と 平 ・ を連 体化さ 開発 を 化する近 も考えら

れる）に対する 通の ット ークとなる。 の 新 は日本 物新 の 部として

活用 である。 から まで 物新 が開通すれば 日 は 的に がり グ ーン

ー ムからいってもトラック の激 でも ットは大きい。 化している日本では長 離ト

ラック の は である。 

新 は ア新 が 新大 を ぐ 20 年 までは に 化さ 日本 物新

は 大 大 国 となるのがもっとも と われる。 の に

ターミ ルを り 離トラックシ トル が ンビ を結 で れば 日 の拡大で日

本 は大きく変化する。長 離トラックでは 250 ロは ない。また 物新 は ・技術

ともに世界 の 産業ともなる。 

 
ーション物流と の経済の発  

経済の発展とともに 物は るもの フ ート ンテ から 量 物 フ ート ンテ

                                                  
 国 成計 （平成 年 月 定） 
 に 流電 を ーラーパ ルに加え加 の

本 の の の

の の の数 日

の 年 （ は 業などのビジ スの対 ともなりうる。また ーラーパ

ルに 機 を付加した新 材として新しい 定 をすることも考えられる。 ） 
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付加 量 物 と移っていく。 

 
 ・ロサンゼルス は に い られ 2009 年には 方 ンテ 250 と してきた。 

日本の 2008 年の を分析してみよう。 入 9.9 トン 62 ンテ 1.4 トン 26 バル

ク 8.5 トン 36 3.0 トン 59 ンテ 1.1 トン 33 バルク 2.9 トン 26

132 トン 17 115 トン 22 であった。この 比が 国日本の指 であ

る。 
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が に する を れば く れる。 の の を した くりが ー

ションビジ スである。 の付加 を る ーションを ための物流が ーショ

ン物流である。 
国 国から見て 国 の は り の 載 が い 合がみられる。 国にはアジアで

れる が いという 国の経 者さえいる。 国の 産 である「 フト」は ンテ に 必要

がない。したがって り を 載にするには なるべくアジアの の国の 文を って りたい。

して りは るだけ 国の を 載して 日本 国 ロシア の 分 し

て けるスタイルを ると り の 載 が がる。日本 の に （ 新

など）を し 国の に加え 日本の を加え 載 を るのが自 である。 

日本 業の競争 は ーダーによる 数の新 にある。日本 業は 国 国の 業

の 業より の新 な技術を開発 数の改善を行っている。 の新 は に

がる。 行きでは 人用の ーション りはアジア人用の ーションを 数の 開発

で 成することができる。 

これは付加 を め な技術 数の改善は の に がる。パ ック ー

ド はアップル サムスン ノ アに比べて の な技術を っている。日本の

スーパーマー ット ンビ での新 開発は膨大で カップいりスープが されれば 材は年

になり パスタ おこ パイ かた き ば など の が 開発される。 

国では新 開発 技術 成は少数の大学 での ートが行う。日本 業では 業 の

の技 1 が行う（ 和 ）。 業 の 1 と考えると 2 人の 業には 2000 人 の

ーダーがいて開発 を って膨大な新 技術を開発しているとも考えられる。アップルが 長

を 少数の ートで新 開発するのと対 的である。 

これらの ーダーは 10 の で 開発 技術開発 改善を行う。日本だけではなく

の日本 業も なシステムを って競争 を発 している。日本 業は現 の ート人材によらず

くの を採用して ーダーとして 成し 開発 技術開発 改善を行う。 業の少数の

ートに日本 業の 数の ーダーが対 競争する。 業が な大型 1 で向かってく

るのに 日本は の 数の 行機で対 するような構 である。 

現在では も めてプロ スの 流までも巻き の 化・ 向・ 付加 化・

端技術開発である。 ン アイは部会という くの 開発プロジ クトを 数 と行ってお

り 数の ーダーが 数の新 を開発する。部会が 新 を に合わ 開発するため



― 931―

きめ かな 対応と 付加 の ができることになる5。2011 年 3 月期主要 130 業 3

3 域 合 

主要 130 の 業 でもアジア・ ア ア 37 が （ ）33 を った。国

に を加えてよう くアジア・ ア アの を える。 
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業は 事業と国 は分業し 経 者によっては競争 業ともなる。世界に した日本 業

の 人は本 と 体で がっている。 移 した 人は ーションビジ スにより

を する。またこれら現 人はト タ 産方 の物流版で がっている。 ・アジア 世

界はト タの原 の にある（ト タは物流原 で を っている）。世界の のどこにも

ト タ方 の本がある。 
の にアジアの ーダーが る 数の新 で ーション を ける。 の

世界 のプロ スが必要である。 
現 人の現 比 日本 となっている（ ）。この現

が ーション物流の のアンテ である。 
このプロ スが 流でないと長期的には物流 が 化する。世界の は ーション物流 の

化のために 構 される必要がある。 論からの が必要である。 のように考えると長期

的には アジア アジア アジアの での整流が起こる。プロ ス・ ッ

ト ーク論は ・スポーク論の の 成論ではないかと考えている。 

田 （ ンサルタント 問）によると ・スポークは 立 が与 で 立 による合

化は考 ず の観点のみの合 化を 向する。日本の の本 と世界の の現 人が 数

の部 ・ を るプロ スを 成し アジアの に ーションを提 する。 

「大型 ・大型 ンテ 」と「 型 ・ 型 ンテ 」のど らがプロ スには している

だろうか。「ジ ン ・ は アバス」 「 型機 行 は ーイング」は 者に分がある。

ンテ はどうであろうか。サプライチ ーン研究の （ 大学）によるとタンカーは

トンクラスまで大きくなり現在は トンが 心になった。 に大型 ンテ の大きさも 国

省のデータでは頭 になるのとの考えもある。 におけるジ ン と 型機の関係である。 

 

日本の 性はアジアの 関ポータルサイト 

現在 国 国 は 日本 を通過し 平 は で通過し シアトル サンフランシス ロ

サンゼルス サンデ パ マ 向かう（ ・ 端科学技術大学 大学 ）。日本は

に対するアジアの 関 ポータルサイトであり （ ） はアジアの として 新

（ 田・ ・ が 40 ）を りうるかもしれない。 

また 化により が拡大すると日本 の 用はさらに増える。2008 年には 124 の

業 が を 行した（ロシア政 発表）。 では 国・ 国 は日本 ベー ング

バレン ス を経 しないため 離は する6。 ランダのロッテル

ダムと横 の はス 経 だと 2 5 ロ ートルなのが を えば 1 2 ロ

ートルで済み 大 な 離の になる（ノルウ ー 会 田 見 長7）。 

なおロシア は から ノルウ ー バレン を通り ベー ング

平 日本 と入り 国 国 向かう となる。バレン には を した シ

流が流入するため にも 結することがない。 は 現在 4 月だけの 用に

られるが 拡大すると のアジアのポータルサイトとしても （ ） 日本

                                                  
本 のマ ト シの に 国 性を すると大 びである。 は 数の で れかえっている。いたれ

り く りの ーション の み合わ が膨大な から べる。 
日本経済新 2010 年 12 月 27 日 刊 9面「経 の 点 の最 のチ ンス（ 田 ）」 
日本経済新 2010 年 12 月 27 日 刊 9面「経 の 点 の最 のチ ンス（ 田 ）」 
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の 要性は まる。 

 

まとめ 

日本大 大 な 会資本の 新・ の 期をとらえ 主要な 業 および

の 会資本を日本 に構 （移 ）・整 する。大きく分けて日本 の は は

平 の は平野の さ（日本がプレートによって に「くの 」に れ がっていくため 平

は開いていく が く こに し平野ができる） は である。 成長する アジア

日本 に合わ た流通（ ） 造（ 業 ）の新しいシステムを 造していくことが まし

い。 

本研究では 日本 場 の の 本

日本 場 の 日本 の 場の

場の の 中国の の

中 国際 場 の 国際

日本 場 中国の 日本の 場の 日

本 場 の の 国際 中国

日本 国際 際の  
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